
電話 059-224-2216

　三重県における補助金等の基本的な在り方に関する条例（平成１５年三重県条例第３１号）第６条の規定により、平成１６年第１回定例会にかかる
交付決定調書及び交付決定実績調書（変更分）を公表します。

交付決定実績調書
（部局名：総合企画局）　　　(単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名
及び住所

交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由
実現しようとする政策、施
策及び目標

補助金等の交付以外
の方法の可能性

チーム名 備考

１－１発電用施設周辺
地域振興事業費
補助金

飯高町
飯南郡飯高町大
字宮前180

100,000 観光拠点施設温
泉館整備

電源立地地域対策交付金を活
用し、地域の活性化、福祉の向
上を図ることにより、電源立地
に対する県民の理解と協力を
深める。
電源開発促進対策特別会計法
電源立地地域対策交付金交付
規則
発電用施設周辺地域振興事業
費補助金交付要領

発電用施設周辺地域
の市町村が、補助金を
活用し企業導入、産業
活性化のための事業
やスポーツレクリエー
ション施設、教育文化
施設等福祉対策措置と
しての公共施設整備等
を実施することにより、
国のエネルギー政策に
対する住民の理解と協
力が得られ、電力の安
定供給が図られている
ことを目指す。

電源立地地域対策
交付金を活用し、県
内全市町村を対象に
補助事業を実施する
ことにより、地域住民
の福祉向上が図ら
れ、住民のエネル
ギーに対する理解を
深めることが出来る
ことから妥当と考え
る。

特定重要
課題チー
ム

１－２石油貯蔵施設立
地対策等交付金

四日市市
四日市市諏訪町１
番５号

108,358 特殊化学消防ポン
プ自動車ほか

石油貯蔵施設の周辺地域にお
ける住民の福祉向上を図ること
により石油貯蔵施設設置の円
滑化を図る。
石炭並びに石油及び製油代替
エネルギー対策特別会計法
石油貯蔵施設立地対策等交付
金交付規則

石油貯蔵施設立地及
びその周辺市町村が
公共施設を整備し住民
の福祉向上を図ること
により、石油貯蔵施設
の設置の円滑化を図
る。

石油貯蔵施設立地
対策等交付金交付
規則に基づく交付金
を交付するものであ
り妥当であると考え
る。

特定重要
課題チー
ム

2004年3月22日
連　絡　先

総務局
予算調整チーム
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（部局名：総合企画局）　　　(単位：千円)

変更前 変更後

１－１四日市港管理組合負
担金

四日市市霞２丁目１－
１
四日市港管理組合
管理者　四日市市長
井上　哲夫

港湾法の規定による港
湾管理者の業務

1,444,008 1,425,282 国の内示に合わせた公共事業等の補
正による負担金の減

特定重要課
題Ｔ

交付決定実績調書（変更分）

番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名及
び住所

事業内容
交付決定額

変更の内容及び理由 チーム名 備考
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（部局名：健康福祉部）　　　(単位：千円)

番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名
及び住所

交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由
実現しようとする政策、施策
及び目標

補助金等の交付以
外の方法の可能性

チーム名 備考

1-1 北勢健康増進
センター整備事
業費補助金

四日市市
市長　井上哲夫
四日市市諏訪町
１番５号

132,862 四日市市が行う北
勢健康増進セン
ター整備事業にか
かる施設整備に要
する経費の２分の
１を補助する

四日市市が行う北勢健康増進
センター整備事業により、地域
住民の健康増進に寄与するた
め、「北勢健康増進センター整
備事業費補助金交付要綱」に
基づき経費の一部を補助する

政策：健やかな生活の確
保
施策：健康づくりと保健予
防の推進
目標：地域住民の健康回
復・健康増進を推進する

なし 健康づくり
チーム

交付決定実績調書
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交付決定実績調書
（　部局名：農林水産商工部　　） （単位：千円）

番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名
及び住所

交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由
実現しようとする政策、施
策及び目標

補助金等の交付以外
の方法の可能性

チーム名 備考

1-1 信用保証協会保
証料軽減補助金

三重県信用保証
協会
津市桜橋３－３３９

92,309 三重県中小企業
融資制度に係る保
証料の軽減に要す
る当該保証料を補
助する。

（目的・理由）
三重県中小企業融資制度利用
者の保証料の軽減を図る。
（根拠）
農林水産商工部関係補助金等
交付要綱

（政策）
技術の高度化と競争力
の強化
（施策）
自立的企業活動への
支援
（目標）
経営基盤の確立

県単融資制度の保
証料軽減について
は、県の中小企業金
融対策として実施し
ており、中小企業者
に直接保証料を補給
する代わりに、県が
信用保証協会に保
証料の補填を行うこ
とを条件に保証料の
引下げを行っている
もので、補助金によ
る補填が不可欠であ
る。

金融支援
チーム

1-2 みえ新産業創造
ファンド事業費補
助金

財団法人三重県
産業支援センター
津市栄町１－８９１

250,377 (財)三重県産業支
援センターがベン
チャー企業の育成
支援に重点を置い
た投資活動を行う
投資事業組合
（ファンド）の設立を
図ることについて、
出資金及び設立に
伴う連絡調整に要
する経費を補助す
る。

（目的・理由）
成長が見込まれる株式未公開
企業の資金調達を支援し、そ
の育成を図る。
（根拠）
農林水産商工部関係補助金等
交付要綱

（政策）
戦略的な産業振興
（施策）
創造的企業活動の促
進
（目標）
ベンチャ－企業の創出

本事業の実施にあ
たっては多額の経費
を必要とすることか
ら、事業主体は県の
補助金によらなけれ
ば、事業実施が困難
である。

金融支援
チーム
産業支援
チーム
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交付決定実績調書
（　部局名：農林水産商工部　　） （単位：千円）

番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名
及び住所

交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由
実現しようとする政策、施
策及び目標

補助金等の交付以外
の方法の可能性

チーム名 備考

1-3 産業集積促進補
助金

シャープ株式会社
大阪市阿倍野区
長池町22-22

9,000,000 液晶テレビ工場の
新規立地に要する
経費を補助する。

（目的・理由）
情報通信関連の産業集積の核
となる工場の新規立地に対して
土地取得及び設備投資の費用
を補助することにより、当該事
業所のみならず関連産業の集
積の促進を図る。
（根拠）
三重県企業立地促進条例

（政策）
戦略的な産業振興
（施策）
新規成長産業の振興と
基盤整備
（目標）
バレ－構想の推進

本県への企業誘致を
実現するための優遇
措置として補助金以
外の方法では事業
実施は極めて困難で
ある。

企業立地
推進チー
ム

1-4 経営構造対策事
業費補助金

大台町
多気郡大台町大
字佐原７５０

86,947 緑茶再生加工施
設
1棟　３５９㎡の整
備に要する経費を
補助する。

（目的・理由）
認定農業者の育成等、地域農
業の経営構造対策を進める。
（根拠）
農林水産商工部関係補助金等
交付要綱

（政策）
安心を支える力強い農
林水産業の振興
（施策）
地域特性を生かした生
産振興と安心で効率的
な流通体制の確立
（目標）
農林漁業経営体の自
立への支援

国庫補助により実施
する事業であり、本
事業の実施にあたっ
ては多額の経費を必
要とすることから、事
業主体は国の補助
金によらなければ、
事業実施が困難であ
る。

担い手・
経営体育
成支援
チーム

1-5 高度衛生管理型
水産物供給施設
モデル整備事業
費補助金

三重県漁業協同
組合連合会
津市広明町３２３
－１

320,000 水産物加工処理
施設（加工処理
場、製氷・貯氷、排
水処理施設）整備
に要する経費を補
助する。

（目的・理由）
消費者に、より安全性の高い水
産物を供給するため、高度衛
生管理に対応した漁業生産関
連施設の整備に対して助成す
る。　　　　　　　　　　　　　（根
拠）
農林水産商工部関係補助金等
交付要綱

（政策）
安心を支える力強い農
林水産業の振興
（施策）
地域特性を生かした生
産振興と安心で効率的
な流通体制の確立
（目標）
消費者への農林水産
物の安定的な供給

多くの漁業者が受益
者となることから公
益性を有するととも
に、本事業の実施に
あたっては多額の経
費を必要とすること
から、事業主体は国
及び県の補助金によ
らなければ、事業実
施が困難である。

水産基盤
整備チー
ム
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交付決定実績調書（変更分）
（単位：千円）

変更前 変更後

1-1
(2-5)
広域漁港整備事
業費補助金

鳥羽市
鳥羽市鳥羽３－１－
１

広域漁港において漁
港・漁場施設の整備
に伴い、水産物の生
産流通の拠点づくり
に資すると判断される
漁港・漁場施設等の
整備を行う市町村に
補助する。

79,920 85,500 答志漁港において、臨港道路の工
事を実施するため追加交付決定を
行った。

水産基盤整
備チ－ム

1-2
(4-4)
地域水産物供給
基盤整備事業費
補助金

鳥羽市
鳥羽市鳥羽３－１－
１

地域漁港において漁
港・漁場施設の整備
に伴い、水産物の生
産流通の拠点づくり
に資すると判断される
漁港・漁場施設等の
整備を行う市町村に
補助する。

175,156 198,630 相差漁港において、沖防波堤の工
事及び坂手漁港において道路の工
事を実施するため追加交付決定を
行った。

水産基盤整
備チ－ム

第４回定例会
第２－１号様
式報告

1-3
(4-3)
山村振興等特別
対策事業費補助
金

飯高町
飯高町宮前１８０

地域資源活用総合交
流促進施設：食材供
給施設　570㎡整備
に要する経費を補助
する。

85,797 101,652 食材供給施設の早期供用開始のた
め備品購入を前倒し発注のため、増
額変更を行った。

むらの活力
づくり支援
チーム

1-4
(3-5)
団体営農業集落
排水事業費補助
金

亀山市
亀山市本丸町５７７

農業集落に於いて、
し尿、生活雑排水を
処理する施設の整備
を行う市町村に、補助
を行う。

112,005 112,006 国の規定に沿って、事業主体事務
費の追加交付決定を行った。

むらの活力
づくり支援
チーム

第３回定例会
第２－１号様
式報告

（　部局名：農林水産商工部　　）
交付決定額

変更の内容及び理由 チーム名 備考番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名及
び住所

事業内容
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交付決定実績調書（変更分）
（単位：千円）

変更前 変更後

（　部局名：農林水産商工部　　）
交付決定額

変更の内容及び理由 チーム名 備考番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名及
び住所

事業内容

1-5
(3-6)
団体営農業集落
排水事業費補助
金

勢和村
多気郡勢和村大字
朝柄３１２７

農業集落に於いて、
し尿、生活雑排水を
処理する施設の整備
を行う市町村に、補助
を行う。

159,820 153,925 事業完了に伴い、精査により減額交
付決定を行った。

むらの活力
づくり支援
チーム

第３回定例会
第２－１号様
式報告
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交付決定実績調書
（部局名：地域振興部）　（単位：千円）

番号 補助金等の名称
補助事業者の氏名
及び住所

交付決定額 事業内容 交付の目的、根拠及び理由
実現しようとする政策、施
策及び目標

補助金等の交付以外
の方法の可能性

チーム名 備考

1-1

輪中振興計画推
進事業費補助金

木曽岬町
町長　古村　登
桑名郡木曽岬町
西対海地２５１

175,000 輪中振興計画に基
づき町が行なう次
の事業に対する補
助
①住民の安全確
保に資する事業
②干拓地へのアク
セス整備等交流促
進に資する事業

・河川に囲まれた輪中地域にお
いて、地盤沈下、浸水被害等
厳しい地域環境を改善し、住民
の安全確保を図るとともに、木
曽岬干拓地をより有効に活用
できるよう町がおこなう事業に
対して、その経費の一部を補助
する。
・輪中振興計画推進事業実施
要綱

（政策）計画を実現する
ための行政運営
（施策）地方分権の推
進
（目標）行政（県・市町
村）の取組についての
住民の参加度

輪中振興計画を確実
に推進し、早期に住
民の安全確保や、交
流及び産業振興の
ための交通基盤の
整備を図るうえで効
果的である。

市町村行
政チーム

1-2

輪中振興計画推
進事業費補助金

長島町
町長　平野　久克
桑名郡長島町大
字松ヶ島３８

175,000 輪中振興計画に基
づき町が行なう次
の事業に対する補
助
①住民の安全確
保に資する事業
②干拓地へのアク
セス整備等交流促
進に資する事業

・河川に囲まれた輪中地域にお
いて、地盤沈下、浸水被害等
厳しい地域環境を改善し、住民
の安全確保を図るとともに、木
曽岬干拓地をより有効に活用
できるよう町がおこなう事業に
対して、その経費の一部を補助
する。
・輪中振興計画推進事業実施
要綱

（政策）計画を実現する
ための行政運営
（施策）地方分権の推
進
（目標）行政（県・市町
村）の取組についての
住民の参加度

輪中振興計画を確実
に推進し、早期に住
民の安全確保や、交
流及び産業振興の
ための交通基盤の
整備を図るうえで効
果的である。

市町村行
政チーム
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（部局名：県土整備部）

変更前 変更後

1-1
(2-3)

土地区画整理事業補
助金

嬉野町中川駅周辺土
地区画整理組合

都市計画事業として土
地区画整理組合等が施
行する土地区画整理事
業に要する経費

408,863千円 387,358千円嬉野町中川駅周辺土地区画整理事
業について、中川駅東西連絡線の東
西出入り口取付部工事の精査により
減額を行った。

都市基盤
チーム

交付決定実績調書（変更分）

補助事業者の氏名及
び住所 備考番号 変更の内容及び理由 チーム名補助金等の名称 事業内容

交付決定額
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（部局名：　教育委員会　）　　　(単位：千円)

変更前 変更後

１－１
（2-1，
4-1）

全国・ブロック体育大
会派遣費補助金

三重県高等学校体育
連盟
会長　前田和典
鈴鹿市稲生町８２３２
－１

高等学校の全国・ブ
ロック体育大会へ生徒
を派遣するに要する経
費を補助する。

101,769 100,769 補助対象体育大会のうち、全国高
等学校総合体育大会及び全国定時
制・通信制高等学校体育大会の主
要な種目が終了し、それに係る派
遣事業の精算を行い、補助金額を
減額する。

スポーツ振
興チーム

交付決定実績調書（変更分）

補助事業者の氏名及
び住所

備考番号 変更の内容及び理由 チーム名補助金等の名称 事業内容
交付決定額
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